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１ はじめに 

 森林土木分野を含む建設業全体の大きな課題として、技術労働者の高齢化に伴う労働力

不足が挙げられます。未だ多くの作業を人力に依存するため、技術労働者一人当たりの負

担は減少しておらず、改善の余地が多くあると考えられます。 

 また、全産業と比較しても依然として多い労働災害を減少させるためにも、ＩＣＴを取

り入れた効率的・効果的な事業の実行、省力化につながる生産性の向上が急務となってい

ます。 

 こうした状況の中、令和元年の台風１９号により発生した大規模山腹崩壊地において実

施したＩＣＴを活用した治山事業の取組事例を紹介します。 

 

２ 取組状況 

 当該地は、岩手県北東部に位置

する久慈市久喜地区において発生

した山腹崩壊です（図１）。 

 令和元年１０月１２日から１３

日にかけて、最大２４時間雨量３

３０㎜、最大１時間雨量６４．４

㎜を記録しました。この豪雨によ

り斜面長約１８０ｍ、幅約４０ｍ

におよぶ大規模な山腹崩壊が発生

しました（写真１）。 

 この山腹崩壊により流出した土

砂や倒木は直下の旧市道に被害を

与えました（写真２、３）。また、

崩壊地内部には不安定な岩塊が大

量に堆積していたため、これが流

出することで、さらに、直下の漁

港施設にまで被害をおよぼす恐れ

があったことから、早急な対策が

求められました。 

 しかし、崩壊発生斜面は１００

ｍ以上の高低差があり、切り立っ

図１：施工地位置図 

写真１：崩壊状況 



た非常に急峻な崖地形の斜面で、内部に堆積している崩落土からの落石による事故が懸念

されたため、調査員の立ち入りによる調査が困難でした。 

 そこで、安全かつ迅速に測量を実施するため、ＵＡＶによるレーザー測量と空中写真測

量を活用した測量設計業務を採用しました。 

 このＵＡＶを活用した測量設計業務では、通常の施工管理に必要な基準物が現地に設置

できないことや施工者及び監督職員の安全を確保する観点から、施工管理においても空中

写真測量により行うこととしました。検査も同様に、測量から得られた３Ｄモデルを活用

して実施することとしました。 

 ＵＡＶを用いた施工管理については、これまで国有林における前例がなかったことか

ら、国土交通省で作成した要領を基準として実施することとしましたが、法枠高の品質管

理は、活用が広がっている土工と異なり、構造物の管理が必要となることから、全てにお

いてＵＡＶを活用することはできませんでした。 

 このため、今回の施工管理に適

用したのは表１のとおりとなって

います。おおむねＵＡＶによる管

理は可能ですが、鉄筋の配置管理

や掘削、モルタル注入等の出来高

管理など、活用が困難と判断した

ものについては、写真や立ち会い

により実施しました。 

 

３ 結果 

（１）測量設計業務 

  当該施工地において、通常の調査を実施したと仮定した場合、現地調査に１０日程度

を要すると想定されました。これが実際のＵＡＶ活用により、通常の測量設計業務で

写真２：立木が堆積した被災状況 写真３：土砂崩落した被災状況 

表１：施工管理まとめ 



は必要のない対空標識の設置や事前の調査フライトを含めても１日で調査を終了する

ことができました（表２）。 

    このことから、現地調査においては大幅な時間の短縮や作業員の安全確保が図られ

たものと考えています。また、レーザーを使用したことにより、通常の踏査では確認

することができない微地形の把握が可能となるなど、より精度の高い調査ができる大

きなメリットがありました。 

   一方で、強風や雨でＵＡＶは飛行できないため「調査を実施する日が限られる」、「機

材の初期投資やメンテナンス費用が高額である」、「調査地に基準物が設置できないた

め、施工者に高度な技術が求められる」等といった課題もありました。 
 

従来（人力） ＵＡＶ 

 
準備・測量 

技師３名 
１０日 

 
対空標識設置 
事前確認フライト 
計測 
確認 

技師２名 
１時間 

３０分 
２０分 
１０分 

合 計  技師３名 １０日 合 計 技師２名 ２時間 

 

 

（２）施工管理 

   当該施工地において、通常の施工管理を実施した場合、起工測量から出来形測量まで

１７日を要すると想定されました。これをＵＡＶで実施した場合と比較すると、現地調

査については、あまり差が生じない結果となりました。これは、通常の測量には必要の

ない基準点測量や評定点の設置・管理といった業務が追加されることが大きく影響して

います。 

   しかし、実施に必要な人数は表３で試算した数字に見られるように、半分程度に収ま

るなど、大幅な縮減が期待できることや、測量業務と同様に作業員の安全を確保する上

では、大きなメリットがあると考えられます。 
 

従来（人力） ＵＡＶ 

基準点測量 
起工測量(面積) 
掘削土量(断面線) 
出来形測量 
(面積) 
(枠出来形) 

技師３名 
１０日 

標定点設置 
撤去 
測量 
確認 
写真測量(起工) 
(掘削後) 
(法枠出来形) 
起工測量(面積) 
土量計算 
３次元出来形計測 
(面積) 
(枠出来形) 

技師２名 
１ 時

間 
３０分 
２０分 
１０分 

合 計  技師３名 １０日 合 計 技師２名 ２時間 

 

表２：測量設計業務における試算 

表３：施工管理における試算 



 

４ 考察 

 今回のＵＡＶの活用では、測量設計業務において多くのメリットがあったと考えていま

す。一方で、この時間の短縮に伴う人件費の削減は発注単価の低下に繋がるものの、測量

に必要となる機材は正確な測量を実施するために、５年程度での更新が必要であり、通常

時のメンテナンスにも費用がかかることから、設計単価の適切な価格決定が必要です。 

 施工管理についても、必要な基準物が設置できないことにより高度な技術を必要とされ

るなど、施工者が限定されてしまう可能性があることから、ＵＡＶと現地測量を組み合わ

せた新たな測量方法の検討が必要だと考えています。 

 このほか、施工管理や検査方法

においてもＵＡＶを活用した場合

の手法を決めておく必要があると

思われます。例えば、今回の施工

管理においては、紙とデータでの

提出を求めましたが、ＵＡＶを活

用した場合は３Ｄモデルのみの提

出を認めるなど、より効率性を図

る見直しを進めていく必要がある

ことを実感しました（図２）。 

 ＵＡＶを活用して測量や施工管

理を実施するためには、飛行可能

区域であるという大前提のもと、

規模や場所によってはＵＡＶが効

率的ではない可能性も考慮しながら、状況に応じた取り組みをしていくことが大切になる

と考えています。 

 今後、さらにＵＡＶを活用して、測量設計や施工管理を実施していくためには、発注

者・設計者・施工者３者の技術力の向上が必要不可欠です。 

今回、当現場においては、発

注者の活用技術の向上と理解を

深めるため、岩手県内の各署治

山担当者や岩手県職員を対象に

勉強会を実施しましたが、参加

者からは「治山事業への活用事

例を知るよい機会となった」「ド

ローンの自動航行や測量につい

て実例や作業の一部を見ること

ができてよかった」といった意

見も出されたところであり、こ

うした勉強会の開催についても 

図２：施工管理方法の比較 

写真４：現地の説明（勉強会） 



引き続き検討していきたいと

思います。 

 さらに、ＵＡＶを活用した取

り組みを増やし、データを蓄積

しながら、活用技術の向上を図

っていきたいと思います。 

写真５：自動航行プログラムの説明（勉強会） 


